
「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について」諮問の概要

１．教育目標･内容と学習･指導方法、学習評価の在り方を一体として捉えた、
新しい時代にふさわしい学習指導要領等の基本的な考え方

○これからの時代を、自立した人間として多様な他者と協働しながら創造的に生きていくために必要な
資質･能力の育成に向けた教育目標・内容の改善

○課題の発見・解決に向けて主体的･協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング｣）の充実と、
そうした学習･指導方法を教育内容と関連付けて示すための在り方

○育成すべき資質･能力を育む観点からの学習評価の改善

２．育成すべき資質･能力を踏まえた、新たな教科･科目等の在り方や、※詳細については、３ページ目以降
既存の教科･科目等の目標･内容の見直し

３．学習指導要領等の理念を実現するための、
各学校におけるカリキュラム･マネジメントや、学習･指導方法及び評価方法の改善支援の方策

○各学校における教育課程の編成、実施、評価、改善の一連のカリキュラム･マネジメントの普及

○「アクティブ・ラーニング」などの新たな学習･指導方法や、新しい学びに対応した評価方法等の
開発･普及

審議事項の柱

◆ 子供たちが成人して社会で活躍する頃には、生産年齢人
口の減少、グローバル化の進展や絶え間ない技術革新等
により、社会や職業の在り方そのものも大きく変化する可能
性。

◆ そうした厳しい挑戦の時代を乗り越え、伝統や文化に立脚
し、高い志や意欲を持つ自立した人間として、他者と協働し
ながら価値の創造に挑み、未来を切り開いていく力が必要。

◆ そのためには、教育の在り方も一層進化させる
必要。

◆ 特に、学ぶことと社会とのつながりを意識し、
｢何を教えるか｣という知識の質・量の改善に加え、
「どのように学ぶか」という、学びの質や深まりを重
視することが必要。また、学びの成果として「どの
ような力が身に付いたか」という視点が重要。

趣旨
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◆各学校のカリキュラム･マネジメント支援

◆新たな学習･指導方法や評価方法の更なる開発や普及を図るための支援

育成すべき資質･能力を育むための
課題の発見･解決に向けた主体的･協働
的な学び（「ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ」）

◆ ある事柄を知っているのみならず、実社会や実生活の
中で知識･技能を活用しながら、自ら課題を発見し、主
体的･協働的に探究し、成果等を表現していけるよう、
学びの質や深まりを重視。

新しい時代に必要となる資質･能力の育成

育成すべき資質･能力を踏まえた
教科･科目等の新設や目標･内容の見直し

◆ グローバル社会において不可欠な英語の能力の強化
（小学校高学年での教科化等）や、我が国の伝統的な文
化に関する教育の充実

◆ 国家・社会の責任ある形成者として、自立して生きる力
の育成に向けた高等学校教育の改善 等

何を学ぶか どのように学ぶか

育成すべき資質･能力を育む観点からの
学習評価の充実

◆自立した人間として、他者と協働しながら創造的に生きていくために必要な資質･能力

◆我が国の子供たちにとって今後重要と考えられる、何事にも主体的に取り組もうとする意欲や、多様性を尊重する態度、
他者と協働するためのリーダーシップやチームワーク、コミュニケーションの能力、豊かな感性や優しさ、思いやり等

育成すべき資質･能力を踏まえた教育課程の構造化（イメージ）

何ができるようになるか

理念を実現する
環境作り

教育の普遍的な目的・目標

○教育基本法に規定する教育の目的（１条）、目標（２条）等

○学校教育法に規定する教育の目的･目標、学力の三要素（知
識･技能、思考力･判断力･表現力、学習意欲）等

時代の変化や子供たちの実態、社会の要請等
生産年齢人口の減少、グローバル化の進展や絶え間ない技術革
新等に伴う厳しい挑戦の時代を乗り越え、伝統や文化に立脚し、高
い志や意欲を持つ自立した人間として、他者と協働しながら新しい
価値を創造し、未来を切り開いていく力が必要。
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（１） 今後、国民投票年齢が満18歳以上となることなども踏まえ、国家・社会の責任ある形成者となるための教養
と行動規範や、主体的に社会に参画し自立して社会生活を営むために必要な力を、実践的に身に付けるため
の新たな科目等の在り方

（２） 日本史の必修化の扱いなど地理歴史科の見直しの在り方

（３） より高度な思考力･判断力･表現力等を育成するための新たな教科･科目の在り方

（４） より探究的な学習活動を重視する視点からの「総合的な学習の時間」の改善の在り方

（５） 社会的要請を踏まえた専門学科のｶﾘｷｭﾗﾑの在り方など、職業教育の充実の在り方

（６） 義務教育段階での学習内容の確実な定着を図るための教科・科目等の在り方

高等学校教育

◆ 中央教育審議会における高大接続改革に関する議論や、これまでの関連する答申等も踏まえつつ、
高校生が、国家・社会の責任ある形成者として、自立して生きる力を身につけることができるよう、例えば
以下のような課題についてどのように改善を図るべきか。

育成すべき資質･能力を踏まえた教科･科目等の在り方や、教育内容の見直し例①

（１） 小学校から高等学校までを通じて達成を目指すべき教育目標を、｢英語を使って何ができるようになるか」と
いう観点から、四技能に係る一貫した具体的な指標の形式で示すこと

（２） 小学校では、中学年から外国語活動を開始し音声に慣れ親しませるとともに、高学年では、学習の系統性を
持たせる観点から教科として行い、身近で簡単なことについて互いの考えや気持ちを伝え合う能力を養うこと

（３） 中学校では、授業は英語で行うことを基本とし、身近な話題について互いの考えや気持ちを伝え合う能力を
高めること

（４） 高等学校では、幅広い話題について発表・討論・交渉などを行う能力を高めること

グローバル社会で求められる力の育成

◆ グローバル化する社会の中で、言語や文化が異なる人々と主体的に協働していくことができるよう、
外国語で躊躇せず意見を述べ他者と交流していくための力や、我が国の伝統文化に関する深い理解、
他文化への理解等をどのように育むべきか。特に英語の能力について、例えば以下のような点をどのよ
うに考えるべきか。
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育成すべき資質･能力を踏まえた教科･科目等の在り方や、教育内容の見直し例②

○ 社会の要請等を踏まえ、教科等を横断した幅広い視点からの取組が求められる様々な分野の教育の
充実のための方策について、関係する会議等におけるこれまでの議論の状況等を踏まえつつ、どのよう
に考えるべきか。

○ 各教科等の教育目標や内容を、初等中等教育を通じて一貫した観点からより効果的に示すためにど
のような方策が考えられるか。また、学年間や学校種間の教育課程の接続の改善を図ることについて、
現在中央教育審議会で御議論いただいている小中一貫教育に関する検討状況も踏まえつつ、どのよう
に考えるべきか。

○ 子供の体力等の現状を踏まえつつ、２０２０年のオリンピック・パラリンピック開催を契機に、子供たちの
運動・スポーツに対する関心や意欲の向上を図るとともに、体育・健康に関する指導を充実させ、運動
する習慣を身に付け、健康を増進し、豊かな生活を送るための基礎を培うためには、どのような見直しが
必要か。

○ 子供の発達の早期化をめぐる現象や指摘、幼児教育の特性等を踏まえ、幼児教育と小学校教育をよ
り円滑に接続させていくためには、どのような見直しが必要か。

○ 障害者の権利に関する条約に掲げられたインクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、全ての学校に
おいて、発達障害を含めた障害のある子供たちに対する特別支援教育を着実に進めていくためには、ど
のような見直しが必要か。

その際、特別支援学校については、小・中・高等学校等に準じた改善を図るとともに、自立と社会参加
を一層推進する観点から、自立活動の充実や知的障害のある児童生徒のための各教科の改善などに
ついて、どのように考えるべきか。

幼児教育

体育･健康

特別支援教育

その他の課題
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